
第62-1号様式

受 印

郵便番号　　　　　－ ビル名等

平成　　　年　　　月　　　日 電話（　　  　　　）　　　　 　－

郵便番号　　　　　－

電話（　　  　　　）　　　　 　－

法人を〔設立・解散・合併・変更
郵便番号　　　　　－

・閉鎖〕したいので届け出ます。
電話（　　  　　　）　　　　 　－

郵便番号　　　　　－ ビル名等

電話（　　  　　　）　　　　 　－

郵便番号　　　　　－

住所

平成 年 月

事 業 の 種 類

有 　・　 無

備 考

代表者職氏名

事 務 所 ・ 事 業 所

円

付

事 業 年 度

関　川　村　長　　殿

円

円

法 人 登 記 年 月 日

資 本 金 又 は

出 資 金 の 額

資本積立金額

合 計 額

資

本

等

の

金

額

名      称

納　税　地

（ふりがな）

印

　　　(自)　　　　　月　　　　日　　　　　～

同 族 ・ 非 同 族

会 社 の 区 別
青 色 申 告 の 有 無

法 人 【 設 立 ・ 解 散 ・ 合 併 ・ 変 更 ・ 閉 鎖 】 届 出 書

（ふりがな）

本店又は主たる

法　人　名

※法人番号

事務所の所在地

　　　(至)　　　　　月　　　　日

同族　 ・　 非同族

代表者住所

送付先・連絡先

日

電話（　　　　　　）　　　　　－　　　　　　

□ 本定所在地の変更

□ 事業年度の変更

□ 資本金等の変更

□ 資本積立金の変更

□ 商号の変更 平成 年 月 日

□ 代表者の変更

□ その他の変更

( )

既に届出のある支店等に

異動の生じた場合

□ 設置

□ 所在地の変更

□ 村内の一部閉鎖

□ 村内の全部閉鎖

□ その他の変更

( )

( )

普通 ・ 当座

※口座名義も記入して下さい。 口座名義：

郵便番号　　　　　－

氏　名

電話（　　　　　　　）　　　　　－

氏 名 ・ 名 称平 成 年 月 日

平 成 年 月 日

分  割  型

平 成 年 月 日

清 算 人 ま た は

合 併 法 人 の

合 併 年 月 日

変
 

更
 
を
 

生
 
じ
 
た
 

事
 

項
 

等

□ 申告書の提出期限の延長

□ 解 散 ・ 清 算 結 了

□ 合 併

□ 分 割

登記年月日解散・結了年月日

平成 年

名          称 所       在       地

設置・閉鎖 平成 年 月 日

設置・閉鎖 平成 年 月 日

日

開設年月日 平成 年 日支 店 等 の 開 設

税理士署名押印

事務所所在地

銀行

月

関与税理士

還付金が生じた場合の振込先

設置・閉鎖 平成 年 月 日

月

変      更      前

設置・閉鎖年月日

変 更 年 月 日

の事業年度から

印

平 成 年 月 日

分 割 年 月 日

設置・閉鎖 平成 年 月 日

  口座番号

支店

変      更      後

月 間

清 算 人 ま た は

合 併 法 人 の 住 所

※　　処　　理　　欄



２ 既に届出のある事項に異動を生じた場合

１ 「本店所在地・法人名・代表者職氏名」の欄には必ずふりがなをふってください。

【記載上の注意点】

法人設立及び村内に新たに事務所・事業所・支店等を開設した場合１

・ 登記簿謄本及び定款、寄付行為、規則または規約の写し

【添 付 書 類】

２ 「送付先・連絡先」が「本店又は主たる事務所の所在地」と同じ場合は記載を

４ この届出書に記載しきれない事項がある場合は、別紙を作成し添付して下さい。

省略しても結構です。

３ 税金が還付になる場合には、還付口座が必要です。法人の口座番号・口座名義を

必ず記載して下さい。

●

●

※ 不明の点がありましたら関川村役場 住民税務課・法人村民税担当まで照会して下さい。

(1) 異動に係る事項が登記を要する場合

・ 登記簿謄本又は抄本の写し

(2) 事業年度を変更した場合

・ 総会等の議事録の写し

分割計画書の写し及び登記簿謄本の写し

分割契約書の写し及び登記簿謄本の写し

(3) 合併の場合

・ 合併契約書の写し及び登記簿謄本の写し

　なお、登記が遅れる場合、登記簿謄本は後日提出して下さい。

(4) 分割〔分割型分割に限ります〕の場合

FAX番号 ０２５４－６４－０５０５

(5) その他参考となる資料

電話番号 ０２５４－６４－１４５１（直通）

ｱ 新設分割の場合

ｲ 吸収分割の場合


